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。



衆
議
院
議
員
秋
葉
賢
也
君
提
出
水
道
管
の
耐
震
化
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
の
�
に
つ
い
て

水
道
の
基
幹
管
路
の
耐
震
化
率
に
つ
い
て
は
、
平
成
十
九
年
度
が
全
国
平
均
で
十
四
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
っ
た
が
、
平

成
二
十
年
度
に
は
二
十
八
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
の
取
組
の
一
定
の
成
果
が
得
ら
れ
た
と
考
え
て
い

ち
ょ
く

る
。
一
方
で
、
そ
の
進
捗
状
況
に
地
域
差
が
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
今
後
分
析
を
進
め
る
べ
き
問
題
で
あ
る
と
認
識
し
て

い
る
。

一
の
�
に
つ
い
て

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
は
把
握
し
て
お
ら
ず
、
今
後
、
調
査
を
実
施
し
て
ま
い
り
た
い
。

一
の
�
に
つ
い
て

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
、
水
道
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
七
十
七
号
）
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
水

道
技
術
管
理
者
に
対
す
る
研
修
や
水
道
事
業
の
担
当
者
と
の
会
議
等
に
お
い
て
、
先
進
的
な
取
組
事
例
の
紹
介
や
耐
震
化
推

進
の
た
め
の
方
策
等
の
情
報
交
換
を
行
っ
て
ま
い
り
た
い
。

一
の
�
に
つ
い
て

一



お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
各
水
道
事
業
者
に
お
い
て
需
要
者
に
財
政
収
支
見
通
し
を
示
し
た
上
で
料
金
設
定
の
適
正
化
等
を

図
る
こ
と
に
よ
り
自
ら
経
営
状
況
を
改
善
す
る
よ
う
、
技
術
的
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
機
能
強
化
等
事
業

に
よ
る
財
政
支
援
を
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
、
進
捗
状
況
の
地
域
差
の
是
正
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
。

二
の
�
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
耐
震
性
能
」
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
調
査
を
実
施
し
て
ま
い
り
た
い
。

二
の
�
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
調
査
に
つ
い
て
は
、
関
係
機
関
と
協
力
し
つ
つ
毎
年
調
査
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
結
果
を
国
庫
補
助
の

在
り
方
や
技
術
的
支
援
の
施
策
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
関
す
る
調
査
及
び
耐
震
化
推
進
の
取
組
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

電
気
事
業
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
七
十
号
）
第
三
十
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
事
業
用
電
気
工
作
物
で
あ
る
電
線

路
に
つ
い
て
は
、
平
成
七
年
兵
庫
県
南
部
地
震
の
発
生
を
受
け
て
平
成
七
年
に
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
が
開
催
し
た
「
電
気
設

備
防
災
対
策
検
討
会
」
の
報
告
に
お
い
て
妥
当
と
評
価
さ
れ
た
耐
震
性
に
係
る
技
術
基
準
に
、
そ
の
す
べ
て
が
適
合
し
て
い

二



る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

ガ
ス
事
業
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
般
ガ
ス
事
業
の
用
に
供
さ
れ
る
導
管

に
つ
い
て
は
、
一
般
ガ
ス
事
業
者
の
自
主
的
な
取
組
に
よ
り
平
成
二
十
一
年
末
時
点
に
お
い
て
耐
震
化
率
が
約
七
十
八
パ
ー

セ
ン
ト
に
達
し
て
い
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
が
、
更
に
耐
震
化
を
進
め
る
た
め
、
経
済
産
業
省
に
お
い
て
需
要
家
敷
地
内

に
埋
設
さ
れ
た
ガ
ス
管
の
耐
震
化
推
進
に
も
寄
与
す
る
財
政
支
援
を
講
じ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

下
水
道
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
七
十
九
号
）
第
二
条
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
規
定
す
る
公
共
下
水
道
、
流
域
下

き
ょ

水
道
及
び
都
市
下
水
路
の
管
渠
に
つ
い
て
は
、
国
土
交
通
省
に
お
い
て
毎
年
耐
震
化
状
況
に
関
す
る
調
査
を
実
施
す
る
と
と

も
に
、
防
災
拠
点
と
終
末
処
理
場
と
を
接
続
す
る
管
渠
等
主
要
な
も
の
に
つ
い
て
重
点
的
に
耐
震
化
さ
れ
る
よ
う
、
財
政
支

援
を
講
じ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

ま
た
、
中
央
防
災
会
議
に
お
い
て
、
各
府
省
間
の
連
携
を
十
分
に
図
り
つ
つ
、
東
海
地
震
、
東
南
海
・
南
海
地
震
、
首
都

直
下
地
震
及
び
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震
の
地
震
防
災
戦
略
の
一
環
と
し
て
、
お
尋
ね
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の

地
震
対
策
を
取
り
ま
と
め
、
決
定
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
水
道
の
基
幹
管
路
等
及
び
下
水
道
の
主
要
な
管
渠
に
つ

い
て
は
、
内
閣
府
に
お
い
て
、
「
自
然
災
害
の
「
犠
牲
者
ゼ
ロ
」
を
目
指
す
た
め
の
総
合
プ
ラ
ン
」
の
一
環
と
し
て
、
耐
震

三



化
の
進
捗
状
況
及
び
目
標
を
取
り
ま
と
め
、
中
央
防
災
会
議
に
報
告
す
る
こ
と
に
よ
り
、
情
報
の
共
有
を
図
っ
て
い
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。

四


